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関連標準化活動の紹介
ISO/TC211（地理情報の標準化活動）

　TC211では、地理情報の設計、品質、位置参照方法、メタデ

ータ、サービスなどに関する概念的かつ体系的な規格を作成

しました。これらの規格の作成が一段落したため、2001年10

月には、5つのWGのうち、4つのWGを廃止し、新たに4つの

WGを設置するという大きな組織の再編を行いました。日本は、

そのうち一つのWGを担当しています。その再編で設置された

WGの一つに、場所に基づくサービス（LBS:Locat ion 

Based Services）があります。しかし、2006年5月に、LBS

のWGは休止になり、LBS関係の作業項目は、2007年11月

に新たに設置されたユビキタス・パブリックアクセスのWGに

引き継がれています。

TC211では、これまでに、29の国際規格、6つのTS、３つの

TRが発行されています。

　現在は、初期に整備した規格を基礎として、より実装レベル

の規格作成や特定分野の規格作成を行っています。具体的に

は、位置参照可能な画像・グリッド、地理情報のWebサービス、

ユビキタス、地籍、土地被覆、デジタル著作権管理などに関す

る20余りの規格作成と既に整備した規格の改定に取り組んで

います。作業項目の概要は、ISO/TC211のホームページ

（www.isotc211.org）からご覧頂くことができます。

●TC211による標準化活動

　TC204でも多くの場合、扱うのは位置に関連する情報です

から、関連の深いTCといえます。このため、TC211とTC204と

は、設置当初からリエゾンの関係を結んでいます。TC211にお

いてLBS関連の規格作成に取り組むようになったことから、これ

まで以上に緊密な連携が取れるよう、2004年には、新たな協力

協定が結ばれています。具体的な活動には、TC211とTC204

で共同タスクフォースを設置し、文書の共有、互換性の確保、必

要に応じて共同による規格作成などがあります。

●TC211とTC204との協力

　TC211は、地理情報の標準化を担当しています。TC211

の作業範囲は、地球上の位置と直接的又は間接的に関連づけ

られているオブジェクトまたは現象に関する情報についての構

造化された規格を制定することです。TC211は、1994年に

設置されました。議長国はノルウェーで、Pメンバ31カ国、Oメ

ンバ31カ国、リエゾン44団体が参加しています。ISO内部で、

13のTC、SCとリエゾン関係にあるほか、UNの機関、IHO（国

際水路機構）、ICAO（国際民間航空機関）など、多数の国際機

関ともリエゾンの関係にあります。特に、OGC（Open 

Geospatial Consortium: 地理情報に関する非営利の国

際的標準化団体）、DGIWG(Digital Geospatial Informa-

tion Working Group: NATOの地理情報の標準化団体)

などのリエゾン団体は、Pメンバ同様に大変活発に活動してい

ます。

　国内対応組織としては、（財）日本測量調査技術協会に

「ISO/TC211国内委員会」があります。2008年12月には、

第27回の総会が、ISO/TC211国内委員会をホストとして、

茨城県つくば市で行われました。

　TC204に関連の深い規格には、次の作業項目があります。

場所に基づくサービスでは、規格の名前の前にLBSが付加さ

れています。2008年に発行したISO19141には、LBSが付

いていませんが、移動する地物のスキーマに関するものですか

ら、実質的にはLBSやITSに関係の深い項目です。また、
ISO19133は、規格制定後3年を迎えるので定期見直しの投
票にかけられています。

●TC204に関連の深い規格

標準化テーマ ISO番号 内　　容

LBSに関連するワークアイテム一覧

場所に基づくサービス ― 線形参照システム
LBS ‒ Linear Referencing WD 19148

場所に基づくサービス ― 乗り換えノード
LBS ‒ Transfer Nodes PWI

移動地物のスキーマ
Schema for moving features ISO 19141

ISO 19134場所に基づくサービス ― マルチモーダルによる経路決定とナビゲーション
LBS ‒ Multimodal routing and navigation

ISO 19133場所に基づくサービス ― 追跡とナビゲーション
LBS ‒ Tracking and navigation

ISO 19132
場所に基づくサービス ― 参照モデル
LBS ‒ Reference model

ISO/IEC 10476（RM-ODP）に基づき、LBSのための参照モデルと概念フレーム
ワークを規定。具体的には、LBSの各サービス、メッセージのデータ型と参加者のモ
デルを規定。

追跡とナビゲーションサービスを実装するためのデータ型とそれらに関連する操作を
規定。

マルチモーダルによる経路決定とナビゲーションサービスを実装するためのデータ型
とそれらに関連する操作を規定。

移動する地物（並進、回転は含むが、地物自体の変形は含まない）の概念スキーマ
を規定。

バス停留所、駅、港、空港など、マルチモーダル環境における乗り換えノードの地物
のカタログを整備。

パイプライン、海岸線、河川、道路、鉄道、航路などの線形な地物に共通な位置参
照システムのモデルを規定。

　1次元シンボルはEAN/UPC（JAN）、コード128、コード
39、インターリーブド2オブ5、GS1データバーの5つが標準
化されました。2次元シンボルはQRコード、マイクロQRコード
（QRコードと一体化）、データマトリクス、PDF417、マイクロ
PDF417、GS1コンポジット、マキシコード、アズテックコード
の8つが標準化されました。また、シンボルに関係するデータ
キャリア識別子、印刷品質、読取り機のコンフォーマンス/パフ
ォーマンス、検証機などの規格もすべて成立しました。新しい
シンボルの提案はしばらく無いと予想されます。現在は、自動
車部品や航空機部品での利用が期待されている2次元シンボ
ルのダイレクトマーキングや、SCMの受発注伝票やカンバン
への利用が期待され、環境にもやさしいリライタブルハイブリ
ッドメディア（リライタブルシート＋1次元/2次元シンボル＋
RFID）の規格化を推進しています。

●1次元/2次元シンボルの標準化

　135KHz未満、13 .56MHz、433MHz、860～
960MHz、2.45GHzの各々のエアーインターフェイス、リー
ダ・ライタのコンフォーマンス/パフォーマンスなどは成立し、
RFIDを使用するための基礎はできました。現在は一般市場で
RFIDを使用するための関連規格を作成しています。例えば、プ
ライバシー対応としてのRFタグであることを示すラベル、RFタ

グのリサイクル、RFタグのデータセキュリティなどです。また、
高速の製造/仕分けラインに対応したRFタグのデータ構造、
SCMで複数種類のRFタグを使用する場合のミドルウェア構
造などの規格化も推進しています。さらに、ユビキタスネットワ
ークを想定したRFタグと各種センサーとを組み合わせた、セ
ンサータグのエアーインターフェイス規格も作成しています。

●RFID（Radio Frequency Identification）の標準化

　データキャリア（1次元シンボル、2次元シンボル、RFID）の
種類に関係しない物品識別の基本規格は成立しました。これ
らは材料識別、製品（商品）識別、輸送単位識別やリータナブル
トランスポートアイテム（RTI－一般的にはパレット、通い箱な
ど）識別などです。これらの規格と1次元/2次元シンボルとは
相関がとれているが、RFIDについては不整合な部分があり、こ

の解決が課題です。またSCMで扱う荷物は様々な形態があ
り、特に製品容器や輸送容器（RTI）を包含した場合のデータ
構造をどうするかが今後の課題です。環境配慮型社会への移
行を踏まえ、容器はリサイクル（破砕）ではなくリユースする方
向にシフトさせるためにも容器の識別は重要になっています。

●データキャリアへの格納データの標準化

　RTLSはコンテナヤード、配送センター、テーマパークや組
立て工場などの限定された範囲で、RFタグの位置情報を得る
システムです。アクティブタイプ（電池内蔵）のRFタグを使用
し、使用周波数は433MHzと2.4GHzとの2つがあります。複
数のアンテナを使用し、RFタグの位置を特定するものですが、
アンテナの位置を緯度経度とリンクさせることにより、限定さ

れた区域でもグローバルな位置情報とすることができます。
433MHzのエアーインターフェイスは日本ではコンテナ用途
に限定されているためコンテナ以外に使用することはできませ
ん。2.4GHzのエアーインターフェイスは使用帯域幅が
80MHzあるため、日本では使用することができません（日本
は60MHz幅）。

●RTLSの標準化

SC31ワーキンググループ構成

リニアシンボル（EAN/UPC、コード128、コード39、I 2 of 5）
2Dシンボル（PDF417、QRコード、マキシコード、データマトリックス）
シンボル識別子

SC31

WG1
データキャリア

EAN/UCCアプリケーション識別子
ANSI MH10/SC8 データ識別子
EDIメッセージのデータキャリアへの格納方法
物品のユニーク識別子（ライセンスプレート）

WG2
データストラクチャー

シンボル印刷品質、テスト仕様（スキャナ＆デコーダ、検証器）
テスト仕様（バーコードマスタ、デジタルイメージ）

WG3
コンフォーマンス

WG5
RTLS

WG6
モバイルデータキャリア

SG1　データシンタックス
SG2　RFタグ用固有ID
SG3　エアインターフェイス
SG5　アプリケーション
SG6　コンフォーマンス・パフォーマンス

WG4
RFID

　JTC1 SC31はAIDC（Automatic Identification 
and Data Capture：自動認識及びデータ取得技術）の標準
化を担当しています。AIDCはISOで「人の介在なしに『もの』
を特定する方法・技術」と定義され、主としてサプライチェーン
マネージメント（SCM）での自動入力手段としての利用が想定
されています。SC31の標準化は6つのワーキンググループ
（WG）が担当しておりWG1は1次元および2次元シンボルを、
WG2はデータキャリアへの格納データの基本構造（データス
トラクチャ）を、WG3はコンフォーマンスを、WG4はRFID
（Radio Frequency Identification）を、WG5はRTLS
（Real Time Location System）を、WG6はモバイルデー
タキャリアをそれぞれ担当しています。

ISO/IEC JTC1 SC31
（自動認識及びデータ取得技術の標準化活動）
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IEEEにおけるITS関連の標準化

　WLAN、WMAN、MBWAは路車間や車々間のITS通信メ
ディアとしての応用が考えられ、またWPANは車内での通信な
どに応用できます。WRANはまだ未知数ですが、ITSへの応用
の可能性があります。またこれからのITSは複数の通信メディア
を利用することになると考えられ、異種ネットワーク間の切り替
えで通信を継続できる（ハンドオーバー）技術も必要になるかも
しれません。
　802.11 WGには多数のTask Groupがあり、多方面の標
準化作業を行っています。その中でTask Group PがITSでの
使用を目的とした無線通信方式 (IEEE802.11p)の標準化を
行っています。これはWLANの一種ですが、変調方式として
OFDMを採用して厳しい伝送方式に対応し、また短時間で通
信を確立できるような通信制御方式を採用して、緊急時の通信
に適用できるようになっています。

　IEEE802.11p標準のドラフトは2006年初めに一応完成
し、WGの投票とコメントレゾルーションによる修正を繰り返し
て完成度を高めてきました。2008年12月には次の段階である
スポンサー投票に進めることの可否について投票が行われ、そ
れを認める票数に達しました。しかし完成度を高める作業はも

う少し続けられ、再度のWG投票を経てスポンサー投票に進む
と予想されます。IEEE802.11p方式は、実証実験などで性能
が確認されれば米国ITSの主力通信メディアとなる他、欧州で
もほとんどのITS実証実験に使用されています。米国では
1999年に5.9GHz帯がITS通信用周波数帯として割り当てら
れており、IEEE802.11p標準ではその使用を想定しています。
2008年には欧州でもやはりIEEE802.11pの使用を想定し
て、5.9GHz帯が、ITS通信用に割り当てられました。さらにISO 
TC204 WG16で標準化が進められているCALMシステムで
も、主力通信メディアと位置づけられています。

表１　ITSと関連するIEEE802委員会傘下のWorking Group
802.11
802.15
802.16
802.20
802.21

802.22

Wireless Local Area Network （WLAN） の標準化
Wireless Personal Area Network （WPAN） の標準化
Wireless Metropolitan Area Network （WMAN） の標準化
Mobile Broadband Wireless Access （MBWA） 標準化
異種ネットワーク間ハンドオーバの標準化

Wireless Regional Area Network （WRAN） 標準化

関連標準化活動の紹介

　IEEE802はLAN（Local Area Network）やMAN 
(Metropolitan Area Network)関連の標準化を行ってい

る委員会で、有線と無線の両技術のWorking Group（WG）
を含みます。表１にITSと関連する無線技術のWGを示します。

●IEEE802委員会での標準化

　米国のDSRCはWAVE(Wireless Access in Vehicular 
Env ironments)と呼ばれ、その通信方式の下位層は
IEEE802.11pを使用しますが、上位層はIEEE1609プロジェ
クトで作成しているIEEE1609標準を使用します。IEEE1609
は表3に示す標準で構成されます。

　1609.0は2007年から、また1609.5は2008年から標準
化が開始されました。1609.1～1609.4はTrial use標準と
して2006～2007年にかけ作成されましたが、実験などによ
る検討結果に基づき、Full Use標準への改訂作業が進められ
ています。1609.11は2008年末に新たな項目として承認さ
れ、2012年の完成を目指し、作業が始まります。この他にもさ
らに項目が追加されるものと予想されます。
　米国DSRC（WAVE）全体のアーキテクチャー図を示します。

●IEEE プロジェクト1609WGでの標準化

同一建物や施設内程度(数十m～数百m)での無線通信を扱う
同一室内程度（数m～数十m）での無線通信を扱う
同一地域内（市内など）程度（数km～数十km）での無線通信を扱う
自動車など高速な移動環境で広帯域無線通信を行う方式を扱う
異なる種類の通信ネットワークを切り替えて通信を継続する方式を扱う
TV放送の周波数帯で、コグニティブ無線技術により放送に干渉を与えな
いで通信を行う方式を扱う

表２　IEEE802.11pの諸元
使用周波数帯
チャネル帯域幅
チャネル数
変調方式

最大送信電力/
通信距離
アクセス方式

5.85-5.925 GHz
10 MHz（オプションで20MHzも一部可能）
７
OFDM（IEEE802.11aと同じ）

Class A: 0 dBm/ 15m, Class B: 10 dBm/ 100m
Class C: 20dBm/ 400m, Class D: 28.8dBm/ 1000m
RSUとOBUが本質的に平等。レスポンスが速い

表３　IEEE 1609 標準項目
1609.0
1609.1
1609.2
1609.3
1609.4
1609.5
1609.11

Architecture
Resource Manager
Security Services for Applications and Management Messages
Networking Services
Multi-Channel Operations
Communication Manager
Over-the-Air Data Exchange Protocol for ITS

WME
Station

Applications 
Facilities

UDPTCP
WSMPIPv6

LLC

PHY

WAVEアーキテクチャー

Multi-Channel Operation MAC

　携帯電話に自動認識技術が搭載される最大の理由は携帯
電話の通信機能を使用したリアルタイム性（いつでも、どこで
も）にあります。このリアルタイム性がユビキタスネット社会に
不可欠な要素です。韓国から提案されたモバイルデータキャリ
ア（RFID）のモデルはオートIDセンターやユビキタスIDセンタ
ーのモデルとほとんど同じです。
　図に具体的なアプリケーション例を示しています。図（国際
会議で発表されたもの）はRFIDをベースしていますが、日本で
はQRコードを使用して既に実現しているものが多いです。ま
ず、食品の詳細情報や安全情報を与えるため、企業が食品に自
社のURLをデータキャリアにコード化し、消費者の携帯電話
リーダで読むことによりホームページにアクセスし詳細な商品
情報を得ることができるようになっています。携帯電話のリー
ダで駅などの公共施設内のポスターや掲示板に添付されたデ
ータキャリアの情報を読取ったり、関連するデータベースへの
アクセス情報を読取ったりすることにより施設の情報や付近の
案内地図を即座に入手できます。ワインやウィスキーに添付さ
れたデータキャリアの情報から、商品情報はもとよりその商品
が本物かどうかの判断情報も入手することができます。携帯電
話に搭載されたICカードやRFIDの情報をタクシーの端末で
読むことにより、料金支払いや行く先情報をカーナビと連動さ
せ、スムーズに目的地に到着することができます。またバスや鉄
道などの運行情報を即座に入手することができ、次のバスが

何分後にくるかと言うような情報も手に入れることができま
す。もちろん、パソコンであらかじめ調べておくことも可能です
が、ユビキタスネット社会ではその場（いつでも、どこでも）で情
報が入手できると言うことが重要です。その重要な手段として
携帯電話があります。

●モバイルデータキャリアの標準化

モバイルRFIDアプリケーション

Food Tracing 
Information

Movie Information
Providing

Wine Information
Providing

Genuine Whiskey
Checking

Secure Taxi
Service

Bus Information
Providing

携帯電話アプリケーション

　携帯電話のアプリケーションをまとめたものが下図です。下
図の上半分が1次元シンボルや2次元シンボルで下半分が
RFIDやICカードです。下図の右半分が携帯電話にリーダ機能
を搭載したもので、左半分がデータキャリアを搭載したもので
す。リーダ機能として「偽造/盗難防止」はこれからの課題です
が、データキャリア側にも工夫が必要です。今後は図の左半分
にある公共料金の支払い（現在は1次元シンボルで実現してい
る）、税金や大きな問題となっている年金の徴収などにも用い

ることができます。税金や年金などは、システム上、請求者と支
払い者との間にコンビニや銀行などの第3者を経由する仕組
みが重要と思われます。そうすることにより、システム的に不正
を排除することが可能になります。搭乗券についてはJAL、
ANAやJRなどで利用が先行していますが、これはいろいろな
分野に応用可能です。携帯電話とデータキャリアとの融合は今
後ますます重要になると思われます。この分野では日本が先行
しており、規格化でも中心的役割を果たしたいものです。

入場券
コンサート、野球場
アミューズメント

紙メディア/電子ペーパ
新聞、雑誌、名刺

郵便／配送
切手、書留、宅配
コンテナ管理
通い箱管理

商品情報
食品、
医薬品

偽造／盗難防止
ブランド品、バッグ
靴、酒、タバコ、本

案内表示
構内表示、ポスター
歩行者ITS、追跡

購買
スーパー、コンビニ
専門店

公共料金
電気、水道、ガス
税金

搭乗券
旅客機（JAL、ANA）
鉄道、旅客船、
バス

入場券/搭乗券
高セキュリティ
近距離（～10cm）
QRコード表示機能

インターネット
URL入力
近距離（～10cm）
QRコードリーダ機能

2次元
シンボル

RFID
ICカード

行動 情報携帯電話

ICカード 高セキュリティ
至近距離（～10cm）
プリぺード
クレッジット

URL入力
遠距離（～2m）
RFIDリーダ機能
インターネット




